
様　式　イ

平 成 20 年 度 第 ２ 次 新 ま ち づ く り 計 画 事 業 進 行 調 書 （ そ の １ ）

計画体系ｺｰﾄﾞ 3-1-3 事業名 若年性認知症支援事業

担 当 保健福祉局　保健福祉部　介護保険課　早坂　℡　211-2547

全　　体　　計　　画

事

業

内

容

　若年性認知症は、仕事や家庭生活への影響、本人・家族の
葛藤、経済的・社会的な環境変化が大きいことから、本人や家
族が気軽に相談できる場を整備する。また、市民や介護サー
ビス事業者などに若年性認知症に対する理解の普及啓発を
図るため、研修会を実施する。

＜年 度 別 の 事 業 内 容＞
【平成19年度】
・実態調査・・・医療機関、介護保険事業所・施設を対象
・相談会・・・電話及び面談による相談
・講演会・・・市民や介護従事者を対象とした講演会

【平成20年度～平成22年度（予定）】
・相談会
・若年性認知症の人とその家族を対象とした勉強会
・介護従事者対象の研修会
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平 成 19 年 度 事 業 内 容 （ 決 算 ） 平 成 20 年 度 事 業 内 容 　（ 予 算 ）
【事業推進委員会】事業費：300千円
　医師、介護支援専門員、地域包括支援センター、介護予防
センター、若年性認知症の人の家族による事業検討会議を４
回開催した。

【実態調査・相談会・講演会】事業費：1,876千円
○　市内の医療機関、介護保険施設・事業所及び若年性認知
症の人とその家族を対象とした実態調査を実施した。
○　若年性認知症の人とその家族を対象として、電話及び面
談による一日相談会を１回実施した。
　　相談員：医師、精神保健福祉士、社会保険労務士、他
○　市民及び介護従事者を対象として、若年性認知症につい
ての講演会を１回実施した。

・事業推進委員会の開催
　事業費：300千円
・当事者向けの相談会及び学習会、介護従事者向けの研修
会
　事業費：3,598千円

達　成　目　標　の　状　況

項　　　　　　目
18年度末
(現　　状)

19年度末
(実　　績)

20年度末
(予　　定)

21年度末
(予　　定)

22年度末
(予　　定)

22年度末
(目　　標)

交流会などへの当事者の参加者数 32人 23人 40人 50人 60人 60人

■市民との連携、市民参加
　事業推進委員会（医師・学識経験者・若年認知症の人の家族・地域包括支援センター・介護予防センター・介護支援専門員）によ
り事業内容を検討した。

■企業等との連携・協働
　 [資金協力]
　 [人材協力]
　 [情報協力]
　 [その他の協力]

■市民・企業等が参加しやすい環境づくり

市 民 ・ 企 業 等 と の 協 働 の 状 況 （ 市 民 ・ 企 業 等 の 参 加 、 支 援 、 協 力 の 状 況 ）



様　式　イ

平 成 20 年 度 第 ２ 次 新 ま ち づ く り 計 画 事 業 進 行 調 書 （ そ の ２ ） （単位：千円）

事業名 若年性認知症支援事業

評    価　（　成　果　） 課    題

計画体系ｺｰﾄﾞ 3-1-3

・　相談会では、医師・社会保険労務士・精神保健福祉士等、さ
まざまな職種の方に協力いただき、多様な相談に応じることがで
きた。
・　市民向け講演会では、350名の参加者があり、厚生労働省の
主任研究員による基調講演や、家族・介護者からのメッセージな
どにより、若年性認知症の現状を伝えることができた。

・若年性認知症に対する理解がまだ不十分であり、一層の理解
普及が必要だが、市民向け・介護事業者向け等、対象を絞った
より効果的な周知方法を検討する必要がある。

今   後   の   事  業  の  予  定  ・ 方  向
・　相談体制の充実を図る。
・　介護従事者向けの研修や家族を対象とした学習会など、対象を絞った若年性認知症に関する理解普及を進める。
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計　画　と　の　差　異  (　予　算　・　事　業　内　容　・　規　模　・　時　期　等　)

一 般 財 源

0

2,206
1,103

0
0

1,103
2,206
1,103

0
0

1,103
2,177
1,088

0
1,089

20年度 21年度

1,654 1,654
0 0
0 0

計

3,309 3,309 3,176 12,000

0 0
1,655 1,655 1,587 6,000

－ － 6,104
1,948 3,051
3,898

0 0

3,053
－ － － 2,177

事　業　費　の　進　捗　率 　（19年度実績事業費＋20年度予算事業費） ／ （計画事業費） 50.6%
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